
時間外勤務、休日勤務に関する協定書 

 国立大学法人京都工芸繊維大学と国立大学法人京都工芸繊維大学松ヶ崎キャンパス過半数代表者は、

労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」という。）第３６条第１項の規定に基づき、労

働時間の延長及び休日の労働に関し、次のとおり協定する。 

 （対象者） 

第１条 この協定は、国立大学法人京都工芸繊維大学職員就業規則（平成１６年４月１日制定。以下「職

員就業規則」という。）の適用を受ける職員（以下「常勤職員」という。）、国立大学法人京都工芸

繊維大学再雇用職員就業規則（平成１８年３月２９日制定）の適用を受ける職員（以下「再雇用職員」

という。）、国立大学法人京都工芸繊維大学特定再雇用職員就業規則（平成２６年１月２２日制定）

の適用を受ける職員（以下「特定再雇用職員」という。）、国立大学法人京都工芸繊維大学特任専門

職就業規則（平成２０年９月１１日制定）の適用を受ける職員（以下「特任専門職」という。）、国

立大学法人京都工芸繊維大学短時間勤務非常勤職員就業規則（平成１６年４月１日制定。以下「短時

間勤務非常勤職員就業規則」という。）の適用を受ける職員（以下「時間雇用職員」という。）、国

立大学法人京都工芸繊維大学期間雇用非常勤職員就業規則（平成２３年３月３１日制定）の適用を受

ける職員（以下「期間雇用職員」という。）、国立大学法人京都工芸繊維大学リサーチ・アドミニ

ストレーター就業規則（平成２８年３月３日制定）の適用を受ける職員（以下「ＵＲＡ」という。）

及び国立大学法人京都工芸繊維大学特定教職員就業規則（平成２８年３月３日制定）の適用を受ける

職員（以下「特定教職員」という。）に適用する。 

（休日の定義） 

第２条 この協定において休日とは、労基法第３５条に定める休日をいう。 

（時間外勤務・休日勤務の定義） 

第３条 この協定において時間外勤務とは、職員就業規則第２９条に規定する勤務時間（１週間につき

３８時間４５分又は１日につき７時間４５分）を超える勤務をいう。 

２ この協定において休日勤務とは、前条に規定する日に行う勤務をいう。 

 （時間外勤務・休日勤務を必要とする場合） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する場合は、やむを得ない特別な事由により職員が従事しがたい場

合を除き、時間外勤務及び休日勤務を命ずることができるものとする。 

 (1) 時季的に業務が集中し、正規の勤務時間内の勤務では処理が困難なとき。 

 (2) 突発的に発生した事故などに対応するとき。 

 (3) 入学試験その他の大学行事等に対処するとき。 

 (4) その他緊急に処理する業務のため差し迫った必要があるとき。 

２ 専門業務型裁量労働制の適用を受ける職員に対し、休日における時間外勤務を命ずることができる

ものとする。 

３ 第１項各号に掲げる時間外勤務を命ずる場合は、原則として当日（休日における時間外勤務を命ず

る場合は、直前の勤務日）の終業時刻２時間前までに当該職員に通知するものとする。ただし、業務

遂行の経過により、当初の予定を超えて正規の勤務時間外に勤務することになった場合は、この限り

でない。 
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 （時間外勤務の上限時間） 

第５条 時間外勤務の上限時間は、次の表のとおりとする。ただし、時間外勤務を可能な限り行わせな

いよう努めるものとする。 

職員の区分 １日 １か月 １年間 

常勤職員 
特任専門職 

期間雇用職員 
ＵＲＡ 

４時間４５分 ４５時間 ３６０時間 

再雇用職員 
特定再雇用職員 

特定教職員 
時間雇用職員 

４時間 ３０時間 ２４０時間 

（休日における勤務の上限） 

第６条 休日における勤務は、１人１か月当たり２回を上限とする。ただし、当該休日勤務を可能な限

り行わせないよう努めるものとする。 

 （特別延長） 

第７条 常勤職員、特任専門職、期間雇用職員及びＵＲＡが次の各号のいずれかに該当するやむを得な

い事情により第５条に定める上限を超える恐れがある場合には、双方協議の上、１日につき６時間４

５分まで（６回に限る。）、１か月につき６０時間まで（６回に限る。）、１年間につき５４０時間

まで特別に延長することができるものとする。 

 (1) 人事、給与、予算、決算、契約、新入生の受入れ、入試等限られた期間内に処理することが必須

のとき。 

 (2) 機械装置、電子計算機等の障害又は災害等による復旧作業に当たるとき。 

 (3) 外部機関の評価、監査、検査等に対応するとき。 

 (4) 事故、事件等への対応又は報道機関の取材等に対応するとき。 

２ 前項に規定する特別延長を行った場合の割増賃金の率は、２割５分とする。 

（時間外勤務実施状況について） 

第８条 国立大学法人京都工芸繊維大学過半数代表者は、職員の時間外勤務又は休日勤務の実施状況

について報告及び資料の提出を求めることができるものとする。 

 （有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、平成２９３０年４月１日から平成３０１年３月３１日までとする。 

 

 

  平成２９３０年３月３０  日 

 

 

                国立大学法人京都工芸繊維大学  

                                   学  長   古 山 正 雄 

 
 
 

                国立大学法人京都工芸繊維大学 

                   松ヶ崎キャンパス 過半数代表者 塚 本 千 秋 
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時間外勤務、休日勤務に関する協定書 

 

 国立大学法人京都工芸繊維大学と国立大学法人京都工芸繊維大学嵯峨キャンパス過半数代表者は、労

働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」という。）第３６条第１項の規定に基づき、労働

時間の延長及び休日の労働に関し、次のとおり協定する。 

 

 （対象者） 

第１条 この協定は、国立大学法人京都工芸繊維大学職員就業規則（平成１６年４月１日制定。以下「職

員就業規則」という。）の適用を受ける職員（以下「常勤職員」という。）、国立大学法人京都工芸

繊維大学再雇用職員就業規則（平成１８年３月２９日制定）の適用を受ける職員（以下「再雇用職員」

という。）、国立大学法人京都工芸繊維大学特定再雇用職員就業規則（平成２６年１月２２日制定）

の適用を受ける職員（以下「特定再雇用職員」という。）、国立大学法人京都工芸繊維大学特任専門

職就業規則（平成２０年９月１１日制定）の適用を受ける職員（以下「特任専門職」という。）、国

立大学法人京都工芸繊維大学短時間勤務非常勤職員就業規則（平成１６年４月１日制定。以下「短時

間勤務非常勤職員就業規則」という。）の適用を受ける職員（以下「時間雇用職員」という。）、国

立大学法人京都工芸繊維大学期間雇用非常勤職員就業規則（平成２３年３月３１日制定）の適用を受

ける職員（以下「期間雇用職員」という。）、国立大学法人京都工芸繊維大学リサーチ・アドミニ

ストレーター就業規則（平成２８年３月３日制定）の適用を受ける職員（以下「ＵＲＡ」という。）

及び国立大学法人京都工芸繊維大学特定教職員就業規則（平成２８年３月３日制定）の適用を受ける

職員（以下「特定教職員」という。）に適用する。 

 （休日の定義） 

第２条 この協定において休日とは、労基法第３５条に定める休日をいう。 

（時間外勤務・休日勤務の定義） 

第３条 この協定において時間外勤務とは、職員就業規則第２９条に規定する勤務時間（１週間につき

３８時間４５分又は１日につき７時間４５分）を超える勤務をいう。 

２ この協定において休日勤務とは、前条に規定する日に行う勤務をいう。 

 （時間外勤務・休日勤務を必要とする場合） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する場合は、やむを得ない特別な事由により職員が従事しがたい場

合を除き、時間外勤務及び休日勤務を命ずることができるものとする。 

 (1) 時季的に業務が集中し、正規の勤務時間内の勤務では処理が困難なとき。 

 (2) 突発的に発生した事故などに対応するとき。 

 (3) 入学試験その他の大学行事等に対処するとき。 

 (4) その他緊急に処理する業務のため差し迫った必要があるとき。 

２ 専門業務型裁量労働制の適用を受ける職員に対し、休日における時間外勤務を命ずることができる

ものとする。 

３ 第１項各号に掲げる時間外勤務を命ずる場合は、原則として当日（休日における時間外勤務を命ず

る場合は、直前の勤務日）の終業時刻２時間前までに当該職員に通知するものとする。ただし、業務

遂行の経過により、当初の予定を超えて正規の勤務時間外に勤務することになった場合は、この限り

でない。 
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 （時間外勤務の上限時間） 

第５条 時間外勤務の上限時間は、次の表のとおりとする。ただし、時間外勤務を可能な限り行わせな

いよう努めるものとする。 

職員の区分 １日 １か月 １年間 

常勤職員 
特任専門職 

期間雇用職員 
ＵＲＡ 

４時間４５分 ４５時間 ３６０時間 

再雇用職員 
特定再雇用職員 

特定教職員 
時間雇用職員 

４時間 ３０時間 ２４０時間 

（休日における勤務の上限） 

第６条 休日における勤務は、１人１か月当たり２回を上限とする。ただし、当該休日勤務を可能な限

り行わせないよう努めるものとする。 

 （特別延長） 

第７条 常勤職員、特任専門職、期間雇用職員及びＵＲＡが次の各号のいずれかに該当するやむを得な

い事情により第５条に定める上限を超える恐れがある場合には、双方協議の上、１日につき６時間４

５分まで（６回に限る。）、１か月につき６０時間まで（６回に限る。）、１年間につき５４０時間

まで特別に延長することができるものとする。 

 (1) 人事、給与、予算、決算、契約、新入生の受入れ、入試等限られた期間内に処理することが必須

のとき。 

 (2) 機械装置、電子計算機等の障害又は災害等による復旧作業に当たるとき。 

 (3) 外部機関の評価、監査、検査等に対応するとき。 

 (4) 事故、事件等への対応又は報道機関の取材等に対応するとき。 

２ 前項に規定する特別延長を行った場合の割増賃金の率は、２割５分とする。 

（時間外勤務実施状況について） 

第８条 国立大学法人京都工芸繊維大学過半数代表者は、職員の時間外勤務又は休日勤務の実施状況

について報告及び資料の提出を求めることができるものとする。 

 （有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、平成２９３０年４月１日から平成３０１年３月３１日までとする。 

 

 

  平成２９３０年３月３０  日 

 

 

                国立大学法人京都工芸繊維大学  

                                   学  長   古 山 正 雄 

 
 
 

                国立大学法人京都工芸繊維大学 

                   嵯峨キャンパス 過半数代表者 秋 野 順 治 
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専門業務型裁量労働に関する協定書 

 

 国立大学法人京都工芸繊維大学（以下「大学」という。）と国立大学法人京都工芸繊維大学松ヶ崎

キャンパス過半数代表者は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３８条の３の規定に基づく専

門業務型裁量労働（以下「裁量労働」という。）に関し、次のとおり協定する。 

 

 （適用対象業務及び適用者） 

第１条 裁量労働を適用する職員（以下「適用者」という。）は、次の表の左欄に掲げる業務につい

て、同表の右欄に掲げるとおりとする。 

適用対象業務 適用者 

教授研究の業務（主として研究に従事す

るものに限る。） 

教授、准教授及び講師。ただし、講義等の授業の時間が

、国立大学法人京都工芸繊維大学職員就業規則（平成１

６年４月１日制定。以下この条において「就業規則」と

いう。）に定める正規の勤務時間の５割以上の者を除く

。 

特任教員（特任助教を除く。）及び特定教員（特定助教

を除く。）。ただし、勤務時間が休憩時間を除き１週間

につき３８時間４５分であり、１日につき７時間４５分

の者に限る。 

外国人研究員 

人文科学又は自然科学に関する研究の業

務 

助教及び助手。ただし、助教は、講義等の授業の時間が

、就業規則に定める正規の勤務時間の１割程度を超える

者を除く。 

特任助教、特任研究員及び特定助教。ただし、勤務時間

が休憩時間を除き１週間につき３８時間４５分であり、

１日につき７時間４５分の者に限る。 
 

２ 前項にかかわらず、大学が適用者の安全管理措置上、勤務に制限を加える必要があると判断した

ときは、大学が定める一定の期間において、当該適用者への裁量労働の適用を除外する。なお大学

が必要と判断したときは、この期間を延長することがある。 

 （裁量労働の原則等） 

第２条 大学は、適用者の業務遂行に係る手段及び時間配分については適用者の裁量に委ねるものと

し、その決定に関し、具体的な指示を与えないものとする。ただし、担当業務の決定、内容等につ

いての指示及び当該適用者に適用される就業規則に定める服務規律、安全衛生に関する指示につい

ては、この限りでない。 

 （労働の例外） 

第３条 前条にかかわらず、特任教員、特任研究員、特定教員及び外国人研究員を除いた適用者につ

いては、入学試験関係業務については、大学の指示により労働するものとする。 

 （労働時間の取扱い） 

第４条 適用者が所定勤務日に労働した場合は、７時間４５分労働したものとみなす。 

２ 適用者が、休日（休日の代休日の指定を受けた場合を除く。）又は深夜（午後１０時から翌日の

午前５時まで）に労働しようとするときは、あらかじめ学長又はその委任を受けた者の許可を受け

なければならない。 

３ 前項の許可を得て、休日労働又は深夜労働をしたときは国立大学法人京都工芸繊維大学職員給与

規則第３０条及び第３１条の定めるところにより、休日手当又は超過勤務手当を支給する。 
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 （休日及び休憩時間） 

第５条 適用者の休日及び休憩時間については、当該適用者に適用される就業規則に定めるところに

よる。ただし、休憩時間は、適用者の裁量により、弾力的に設定するものとする。 

 （健康及び福祉確保措置） 

第６条 大学は、適用者の健康と福祉を確保するために、次の各号に定める措置を講じるものとする。 

 (1) 働き過ぎの防止を図るため、年次休暇の取得促進を行う。 

 (2) 大学は、定期的に適用者の健康状態、勤務時間等について調査を行い、必要に応じてヒアリン

グを行う。 

 (3) 働き過ぎによる健康障害防止のため、大学は必要に応じて産業医による助言、指導を受け、適

用者に産業医による保健指導を行う。 

 (4) 産業医が必要と認めるときは、特別健康診断を実施する。 

 (5) 精神及び身体両面の健康についての相談窓口を設ける。 

 （苦情処理措置） 

第７条 適用者からの苦情等に対し、大学は次のとおり対応するものとする。 

 (1) 裁量労働相談室を次のとおり開設する。 

   場 所    人事労務課 

   開設日時 毎週金曜日 ９時～１２時及び１３時～１７時（休日は除く） 

   相談員    人事労務課長及び人事労務課副課長、職員係長 

 (2) 取り扱う苦情の範囲は次のとおりとする。 

    イ  裁量労働制の運用全般に関する事項 

  ロ 適用者の評価に関する事項及び給与に関する事項等の処遇全般 

 (3) 相談者の秘密を厳守し、プライバシーの保護に努める。 

 （記録） 

第８条 大学は、前２条の措置について記録し、この協定の有効期間満了後３年間保存するものとす

る。 

 （有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、平成２９３０年４月１日から平成３０１年３月３１日までとする。 

 

平成２９３０年３月３０  日 

 

 

                  国立大学法人京都工芸繊維大学  

                     学 長  古 山 正 雄   

 

 

 

                  国立大学法人京都工芸繊維大学  

                   松ヶ崎キャンパス 過半数代表者 塚 本 千 秋  
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専門業務型裁量労働に関する協定書 

 

 国立大学法人京都工芸繊維大学（以下「大学」という。）と国立大学法人京都工芸繊維大学嵯峨キ

ャンパス過半数代表者は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３８条の３の規定に基づく専門

業務型裁量労働（以下「裁量労働」という。）に関し、次のとおり協定する。 

 

 （適用対象業務及び適用者） 

第１条 裁量労働を適用する職員（以下「適用者」という。）は、次の表の左欄に掲げる業務につい

て、同表の右欄に掲げるとおりとする。 

適用対象業務 適用者 

教授研究の業務（主として研究に従事す

るものに限る。） 

教授、准教授及び講師。ただし、講義等の授業の時間が

、国立大学法人京都工芸繊維大学職員就業規則（平成１

６年４月１日制定。以下この条において「就業規則」と

いう。）に定める正規の勤務時間の５割以上の者を除く

。 

特任教員（特任助教を除く。）及び特定教員（特定助教

を除く。）。ただし、勤務時間が休憩時間を除き１週間

につき３８時間４５分であり、１日につき７時間４５分

の者に限る。 

外国人研究員 

人文科学又は自然科学に関する研究の業

務 

助教及び助手。ただし、助教は、講義等の授業の時間が

、就業規則に定める正規の勤務時間の１割程度を超える

者を除く。 

特任助教、特任研究員及び特定助教。ただし、勤務時間

が休憩時間を除き１週間につき３８時間４５分であり、

１日につき７時間４５分の者に限る。 
 

２ 前項にかかわらず、大学が適用者の安全管理措置上、勤務に制限を加える必要があると判断した

ときは、大学が定める一定の期間において、当該適用者への裁量労働の適用を除外する。なお大学

が必要と判断したときは、この期間を延長することがある。 

 （裁量労働の原則等） 

第２条 大学は、適用者の業務遂行に係る手段及び時間配分については適用者の裁量に委ねるものと

し、その決定に関し、具体的な指示を与えないものとする。ただし、担当業務の決定、内容等につ

いての指示及び当該適用者に適用される就業規則に定める服務規律、安全衛生に関する指示につい

ては、この限りでない。 

 （労働の例外） 

第３条 前条にかかわらず、特任教員、特任研究員、特定教員及び外国人研究員を除いた適用者につ

いては、入学試験関係業務については、大学の指示により労働するものとする。 

 （労働時間の取扱い） 

第４条 適用者が所定勤務日に労働した場合は、７時間４５分労働したものとみなす。 

２ 適用者が、休日（休日の代休日の指定を受けた場合を除く。）又は深夜（午後１０時から翌日の

午前５時まで）に労働しようとするときは、あらかじめ学長又はその委任を受けた者の許可を受け

なければならない。 

３ 前項の許可を得て、休日労働又は深夜労働をしたときは国立大学法人京都工芸繊維大学職員給与

規則第３０条及び第３１条の定めるところにより、休日手当又は超過勤務手当を支給する。 
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 （休日及び休憩時間） 

第５条 適用者の休日及び休憩時間については、当該適用者に適用される就業規則に定めるところに

よる。ただし、休憩時間は、適用者の裁量により、弾力的に設定するものとする。 

 （健康及び福祉確保措置） 

第６条 大学は、適用者の健康と福祉を確保するために、次の各号に定める措置を講じるものとする。 

 (1) 働き過ぎの防止を図るため、年次休暇の取得促進を行う。 

 (2) 大学は、定期的に適用者の健康状態、勤務時間等について調査を行い、必要に応じてヒアリン

グを行う。 

 (3) 働き過ぎによる健康障害防止のため、大学は必要に応じて産業医による助言、指導を受け、適

用者に産業医による保健指導を行う。 

 (4) 産業医が必要と認めるときは、特別健康診断を実施する。 

 (5) 精神及び身体両面の健康についての相談窓口を設ける。 

 （苦情処理措置） 

第７条 適用者からの苦情等に対し、大学は次のとおり対応するものとする。 

 (1) 裁量労働相談室を次のとおり開設する。 

   場 所    人事労務課 

   開設日時 毎週金曜日 ９時～１２時及び１３時～１７時（休日は除く） 

   相談員    人事労務課長及び人事労務課副課長、職員係長 

 (2) 取り扱う苦情の範囲は次のとおりとする。 

    イ  裁量労働制の運用全般に関する事項 

  ロ 適用者の評価に関する事項及び給与に関する事項等の処遇全般 

 (3) 相談者の秘密を厳守し、プライバシーの保護に努める。 

 （記録） 

第８条 大学は、前２条の措置について記録し、この協定の有効期間満了後３年間保存するものとす

る。 

 （有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、平成２９３０年４月１日から平成３０１年３月３１日までとする。 

 

平成２９３０年３月３０  日 

 

 

                  国立大学法人京都工芸繊維大学  

                     学 長  古 山 正 雄   

 

 

 

                  国立大学法人京都工芸繊維大学  

                   嵯峨キャンパス 過半数代表者 秋 野 順 治 
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